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   微量化学物質の発がんリスクとその受容レベル ＊ 

    １．はじめに

  今回，微量化学物質のリスクをテーマに執筆依頼を受
けた。水環境中の微量化学物質によるリスクには，ヒト
への健康影響と生物や生態系への影響に関するものがあ
る。ヒトへの健康影響には，急性毒性，慢性毒性，発が
ん性，生殖発生毒性，内分泌かく乱作用が挙げられ，生
物や生態系への影響には，（ とくに 水産上重要な）種の
減少，特定種の絶滅や生物多様性の喪失といったリスク
が挙げられる。

  本稿では， とくに ヒトへの発がんリスクについて言及
する。ヒトへの発がんリスク評価とその管理では，目標
とするリスクレベルあるいは受容リスクレベルを設定
し，設定されたリスクレベルから対象物質の基準値を算
定したり，対象物質の発がんリスクを定量的に算出して
比較するというアプローチをとる。しかし，東京電力原
子力発電所からの放射性物質の放出とそれに ともなう 水
道水と食品からの放射性物質の検出以来，発がんリスク
管理の上で重要な判断材料である「受容リスクレベル」
をどのように考えるべきか，整理する必要があると感じ
ている。そこで，飲食物中の放射性物質の基準値の算定
方法と環境分野と放射線防護分野の受容リスクレベルの
歴史的経緯をレビューした上で，微量化学物質と放射性

物質の発がんリスクの実態と管理について言及する。

    ２．飲食物中の放射性物質の基準について

  2011 年３月 17 日に飲食物中の放射性物質の暫定規制
値が提示され，2012 年４月１日に新基準値が施行され
た。暫定規制値の内，乳児向けの牛乳・乳製品に関す
るヨウ素 131 の値の根拠となったのが「コーデックス委
員会のガイドライン」 1, 2） であり，それ以外の値は「原
子力安全委員会の指標」 3, 4） によるものである（ただし，
魚介類のヨウ素 131 の値は，当初は設定していなかった
が，イカナゴからの検出を受け，2011 年４月５日に野
菜類と同じ値として設定された）。これらの値は，目標
とする発がんリスクレベルに基づいて算定されたもので
はない。いずれも，１年間での被曝量（介入線量レベル
または介入免除レベル）をもとに算定されている。飲食
物中放射性物質濃度が放射性崩壊による物理学的半減期
に従って減少する，汚染された食品を摂取する割合を設
定する（例えば，原子力安全委員会の放射性セシウムの
指標や新基準値では 50％）など，様々な仮定のもとに
算定された規制値・基準値だが，詳細は文献  3  ～  5） などを
参照いただくとして，ここでは，目標として設定された
１年間での被曝量について言及したい。

  コーデックス委員会のガイドラインと新基準値では実
効線量 1  mSv  ･  年  -1 が用いられている。原子力安全委員
会の指標では，放射性ヨウ素について甲状腺等価線量
50 mSv/ 年（実効線量で 2    mSv  ･  年  -1 に相当），放射性セ
シウムについては実効線量 5    mSv  ･  年  -1 （放射性ストロン
チウムの寄与も含む），プルトニウムおよび超ウラン元
素のアルファ放出核種については実効線量 5    mSv  ･  年  -1 ，
ウランについて実効線量 5    mSv  ･  年  -1 が用いられてい
る。すなわち，放射性ヨウ素，放射性セシウム，放射性
ストロンチウム，プルトニウムおよび超ウラン元素のア
ルファ放出核種，ウランを すべて 合わせると実効線量
17    mSv  ･  年  -1 に相当することになる。ウラン，プルト
ニウムおよび超ウラン元素のアルファ放出核種による
被曝量は非常に少ないためにそれらを無視したとして
も，放射性ヨウ素，放射性セシウム，放射性ストロンチ
ウムの合計値は，実効線量換算 7    mSv  ･  年  -1 となる。低
被曝量でも線量と発がんリスクが直線的な関係がある
と仮定すると，国際放射線防護委員会（International 
Commission on Radiological Protection: ICRP）の名目
リスク係数（がんの種類，非致死性発がんと致死性発
がんの重篤度などを考慮して重みづけしたリスク係数）
の 5.5 × 10 -2 /Sv 6） より，実効線量 7    mSv  ･  年  -1 は 3.85
× 10 -4 の発がんリスクに相当することになる（このリ
スク係数は，広島・長崎の原爆によるヒトの発がんに
関する疫学データをもとにしたものであり，また，同
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じ被曝量でも低線量・長時間の被曝による発がんリス
クは高線量・短時間の被曝による発がんリスクの 1/2
になるという仮定（線量－線量率効果係数＝２ ）が置
かれている）。これは，１年間での被曝によって一生の
うちに起こりうる発がんリスクが 3.85 × 10 -4 という意
味である。通常，水道や環境の分野では，目標とする
リスクレベルとして一生涯の曝露で生涯発がんリスク
10 -5 と設定されるが，１年間の被曝でその 10 倍以上の
リスクに相当することになる。ただし，実際には，基
準値の上限まで汚染された食品を 50％も食べるという
のはかなり安全側に立った偏った設定であり，実際に
一般家庭で摂取された被曝量は，新基準値導入時に根
拠とされた介入線量レベルの実効線量 1    mSv  ･  年  -1 よ
りもはるかに低いことが様々な調査によって報告され
ている。例えば，出荷制限（2011 年３月 21 日）以降
の１年間での東京における飲食物由来の放射性ヨウ素
と放射性セシウムの合計平均被曝量（実効線量換算）
は，成人で 0.018    mSv  ･  年  -1 ，乳児で 0.048    mSv  ･  年  -1 と
いう報告  7, 8） や 2011 年 12 月における陰膳調査による
飲食物中の放射性セシウムによる実効線量は，福島県
0.023  mSv  ･  年  -1 ，関東地方 0.0025    mSv  ･  年  -1 （いずれも
中央値）という報告である 9） 。

  暫定規制値は事故後の緊急時を想定したものであるが，
平時の被曝を想定したものとして，世界保健機構（World 
Health Organization: WHO）の飲料水水質ガイドライン
がある。ここでは， すべて の放射性物質の和として，実
効線量0.1    mSv  ･  年  -1 を目標値（個人線量基準）としている。
その理由として，①他の平均自然被曝量 2.4    mSv  ･  年  -1 
と比べて小さいこと，②年間発がんリスクが約 5.5 ×
10 -6 に相当する（第４版（2011 年）の場合），の２点が
挙げられている 10） 。人の寿命を 70 年とすれば，これは，
生涯発がんリスク 3.85 × 10 -4 に相当することになり，
水道水中の遺伝毒性（遺伝子障害性）を有する発がん性
化学物質の目標リスクレベルの 10 -5 より１けた以上高
い値が用いられている（ただし，遺伝毒性を有する発が
ん性化学物質の目標リスクレベルは 10 -5 に限らず，状
況によっては 10 -4 ～ 10 -6 でよいとし，現実的な濃度レ
ベルや除去技術も考慮するとされる）。なお，2012 年４
月１日に施行された飲料水中の放射性セシウムに関する
新基準値も，WHO のガイドラインに準拠している 5） 。

    ３．受容リスクレベルの歴史的経緯

  水道水質基準や環境基準が守られているとき，安全な
水，安全な環境といったように社会的に判断される。国
際的な安全規格である国際標準化機構 / 国際電気標準
会 議（International Organization for Standardization/
International Electrotechnical Commission （ISO/IEC））
の Guide 51 によれば，「安全とは受け入れられないリス
クのないこと（freedom from unacceptable risk）」とさ
れる 11） 。すなわち，社会的に「受け入れられないリスク」
が決められ，合意され，対象がその受け入れられないリ
スクより小さいときに，安全性を担保することができる。

  日本において，目標とするリスクレベルが初めて言及
されたのは，1996 年である。1993 年の水道水質基準値
の改定に ともなって ，WHO の飲料水水質ガイドライン
に準拠したため，実質的には生涯発がんリスク 10 -5 の概

念を踏襲したことになるが，公式文書として明示された
のは，中央環境審議会「今後の有害大気汚染物質対策の
あり方について」（中間答申，第二次答申）が初めてであっ
た 12） 。そこでは，「閾値がない物質については，曝露量
から予測される健康リスクが十分低い場合には実質的に
安全とみなすことができるという考え方に基づいてリス
クレベルを設定し，そのレベルに相当する環境目標値を
定めることが適切である。（中略）…現段階においては，
生涯リスクレベル 10 -5 を当面の目標に，有害大気汚染
物質対策に着手していくことが適当である。」とされて
いる。なお，ここでは，目標とすべきリスクレベルはそ
のレベルまでの汚染を容認するのではなく，環境への負
荷をできる限り低減することを旨として対策を講じてい
くべきであるとも強調されている。

  ここでの議論は，中央環境審議会大気部会健康リスク
総合専門委員会の「閾値のない物質に係る環境基準の設
定等に当たってのリスクレベルについて」 13） に記されて
いる。ここでは，目標とするべき健康リスクのレベルと
して，①日常生活で遭遇するリスク，②諸外国における
大気環境分野の目標リスクレベル，③大気環境分野以
外の目標リスクレベル，④関係者からの意見聴取，の
観点から検討されている。「①日常生活で遭遇するリス
ク」では，日本における事故などの死亡数と死亡率を算
出したもので，交通事故の生涯死亡リスク 6.0 × 10 -3 か
ら落雷の生涯死亡リスク 2.2 × 10 -6 までが提示されてい
る。「②諸外国における大気環境分野の目標リスクレベ
ル」では，米国，オランダ，スウェーデンなどの例から
生涯発がんリスク 10 -6 ～ 10 -5 が提示されている。「③大
気環境分野以外の目標リスクレベル」では，日本の農薬
や食品添加物の分野では使用禁止（当時），WHO の飲
料水水質ガイドラインは 10 -5 を用いるという考えが紹
介されている。「④関係者からの意見聴取」の議論が興
味深い。生活者，企業研究者，ジャーナリスト，地方公
共団体職員などからの聴取を行ったもので，1多くの物
質によるリスクが存在することを考えると，10 -5 が容認
できるぎりぎりのレベルである，2現状では 10 -4 から
出発し，必要があれば厳しくする，3リスクはゼロにす
るという立場をとり，対策推進は国際動向に合わせる，
410 -4 は大きすぎで，諸外国と比べて 10 -6 が適当である，
5コストベネフィットを考慮し，容易に抑制できる物質
は 10 -5 で許す必要はなく，抑制が難しいものはコスト
を明らかにして国民の納得を得るべきだ，といった幅広
い意見が挙げられている。最終的には①～④の すべて を
勘案することで，「10 -6 から 10 -5 を目標にすることが考
えられるが，現段階においては，生涯リスクレベル 10 -5

 を当面の目標に対策に着手するのが適当である」と結論
付けられた。あくまで当面の目標と強調されている点に
も注目したい。

  環境分野での発がんリスク評価は，多様かつ多数の化
学物質を管理し，トレードオフを考慮しながら総合的に
リスクを低減する必要性から発展したものだが，もとも
との概念は放射線防護分野に端を発する。放射線防護分
野のリスク概念の歴史的経緯については，文献 14） が詳
しい。まず，ICRP 1958 年勧告において，1954 年に旧ソ
連（現ロシア）オブニンスクで世界初の原子力発電所の
運転が開始したこともあり，医療以外の多くの分野で低
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線量被曝も考慮する必要性が生じ，積算線量での制限が
言及された 15） 。白血病の頻度は，積算線量に比例すると
いう概念が導入され，これは事実上の直線仮説に当たる。
1965 年勧告では，低線量でも発がんなどのリスクがあ
ると仮定に基づき，放射線作業者の最大許容線量は容
認できるリスクレベルに対応する線量と認識された 16） 。
1977 年勧告では，職業被曝に ともなう 発がんリスク評
価と容認できるリスクレベルが述べられている 17） 。原爆
の疫学調査に基づいた発がんリスク係数が用いられ，線
量限度 50    mSv  ･  年  -1 （当時）の妥当性を発がんリスクの
観点から裏付けを行っている。ここでは，容認できるリ
スクレベルとして，他の職業のリスクと比較する手法
を用いており，例えば，製造業 0.93 × 10 -4 （米国），1.1
× 10 -4 （英国），建設業 7.36 × 10 -4 （米国），1.46 × 10 -4

 （英国）などといったデータから，高い安全水準の職業
とは，職業上の危険による平均年間死亡率が 10 -4 を超
えない職業としている 17, 18） 。1990 年勧告では，①産業
の安全水準は世界全体で一定でも一様でもない，②産業
の死亡率は職業グループの平均値であるのに対し，線量
限度は個人に適用される，③非致死性については扱われ
ず，定量的には死亡率のみに限定している，④社会が多
種多様な産業に対して同じ安全基準を期待しているとは
考えにくい，という問題点が挙げられるとともに，「死
亡の生涯確率」「死亡による時間損失」「平均余命の損失」

「死亡確率の発現年齢分布」「年齢別の死亡率の増加」と
いった指標が用いられた 19, 20） 。その上で，線量限度決定
の上で，容認できるリスクレベルとして，英国学士院に
よる受容リスクレベル 21） が参考にされた。英国学士院
のリスク評価では，①米国大統領の暗殺リスク年間 2 ×
10 -2 といった特殊な状況を除いて，自発的なスポーツ活
動，プロのスタントといった危険な状況において，年間
死亡リスクは 3 × 10 -3 ～ 6 × 10 -3 ，② 1 ～ 20 歳（男性）
での全死因による年間死亡リスクは 10 -3 未満，③危険
な職種（採石，鉱山，建設など）の年間死亡リスクは
1 × 10 -4 ～ 3 × 10 -4 ，④製造業では 3 × 10 -5 ，といった
データを引き合いに，「年間死亡率 10 -2 は容認できない
が，年間死亡率 10 -3 は，その個人が状況について認識し，
リスクに匹敵する恩恵を受け，リスク低減のための手段
が講じられているならば，全く容認できないとは言えな
い」と結論付けられた。さらに，管理者が無視できるリ
スクと見なせるのは，年間死亡率 10 -6 であると結論付
けられている。年間死亡率 10 -6 は，生涯死亡リスクに
換算すると概ね 10 -4 に相当する。環境基準や水道水質
基準において目標とする生涯発がんリスク 10 -5 はそれ
よりもさらに１桁低いが，単一物質ではなく，多数の物
質を扱う必要性があることに留意する必要がある。

  以上のように，安全と見なすことができるリスクレベ
ルは，歴史的に，職業上の死亡リスクや交通事故などの
日常生活で遭遇する死亡リスクと比べられながら醸成さ
れてきた。交通事故の死亡率と比べるアプローチは古く
からあり，例えば，Rothschild は，交通事故の年間死亡
率 1.3 × 10 -4 （生涯死亡リスク 9 × 10 -3 相当）を引き合
いにリスク受容を議論している 22） 。一方，受容リスクレ
ベルの参考とされてきたこれらの事故死亡率も，長年の
間に変化してきている。日本の交通事故および製造業
と建設業の事故による年間死亡率の推移  23  ～  27） を表１に

示す。ここでは，交通事故の年間死亡率は死亡者数を日
本の人口で割ることで，労働時の事故は死亡者数を当該
業種の労働者数で割ることで算出した。この 30 年間で，
交通事故の死亡率は半減，労働時の事故の死亡率はそれ
以上に減っている。 とくに ，1995 年からの 15 年間の減
少が顕著である。リスクの受容には，①自発的か能動的
か，②リスクの原因行為が社会生活上重要あるいは必須
か，③受容性を判断する人の年齢・性別・経験などの諸
要因によって左右される，といった側面 13） はあるものの，
受容リスクレベルが交通事故や労働時の事故の死亡率と
比べられながら提案されてきた経緯を考えれば，これら
の死亡率の減少は，人々が受け入れられると考えるリス
クレベルに変化をもたらしている可能性がある。

    ４．放射性物質 および 微量化学物質の発がんリスク

  上述したように，受容リスクレベル算定の上での参考
とされてきた事故死亡率は，近年，減少してきている。
その一方で，1980 年代後半ごろより，飲食物中に含ま
れる自然由来の発がん性物質が，人為的な発がん性物質
と比べてはるかに大きなリスクがあることが指摘されて
きた。とりわけ有名なものに，Ames 試験の生みの親で
ある Ames らによる，食品中の発がん性物質の大半は
自然由来であるという報告がある 28） 。近年でも，日本人
の食生活として好まれる米やヒジキ中の無機ヒ素や炭水
化物を含む食品を加熱することで生成されるアクリルア
ミドのリスクが高いことが指摘されてきた 29  ～  31） 。ヒト
を対象にした疫学調査では，ヒ素については，高曝露群
の発がん率が高いという複数の報告があり，アクリルア
ミドについても限定的だが報告事例がある 32  , 33） 。自然放
射線についても，被曝量が高くても有意な発がん率の
上昇は見られないという報告 34） がある一方で，小児白
血病の有意な増加をもたらすとの報告 35） がある。なお，
環境分野でリスク評価と管理を対象とするのは，疫学的
にがんリスクの有意な増加が見られた物質だけではな
い。仮に疫学的なデータが十分になくても，不確実性が
あることを踏まえた上で，多種多様な物質を対象に，リ

a 23, 24) b 25) c 26, 27)

表1　交通事故と労働時の事故による年間死亡率（×10-5）

a 6, 36) b 29) c 30)

d 31, 37) e 31) f 38) 

表2　  日本における放射性物質と微量化学物質の生涯発がん
リスク（×10-5）
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スク評価と管理を実施する。
  表２に，自然放射線，食品中の無機ヒ素およびアクリ

ルアミド，水道水中の発がん性物質（1,2- ジクロロエタ
ン，1,3- ジクロロプロペン，ジクロロメタン，ヒ素，ベ
ンゼン，四塩化炭素，クロロホルム，ブロモジクロロメ
タン，ジブロモクロロメタン，ブロモホルムの合計値）
の発がんリスクを示す 6, 29  ～  31, 36  ～  38） 。水道水の発がんリス
ク評価では，WHO の飲料水水質ガイドライン 10） や日
本の水道水質基準値算定の根拠 39） において，遺伝毒性
を有する発がん性物質ではないとされている物質も対象
に発がんリスク評価を実施していることに注意が必要で
ある。日本の自然放射線被曝は 2.1    mSv  ･  年  -1 であり 36） ，
70 年積算で ICRP のリスク係数 5.5 × 10 -2 /Sv 6） を乗じ
ると，生涯発がんリスクは 8.1 × 10 -3 に相当する。日本
人の食生活では ， 無機ヒ素の生涯発がんリスクは皮膚が
ん 1.2 × 10 -4 ，肝臓がん 2.4 × 10 -5 ，肺がん 1.7 × 10 -4 と
推定されており，その大部分は米とひじきに由来すると
されている 29, 30） 。日本人の食品由来のアクリルアミドの
摂取量は 2.8µg/kg 体重 / 日と推定されており  31） ，生涯
発がんリスクに換算すると 1.4 × 10 -3 に相当する。とり
わけ，じゃがいも・加工品，和菓子，コーヒー・ココア，
たまねぎからの寄与率が高い。一方，水道水中の生涯発
がんリスク（幾何平均値）は 2.2 × 10 -5 であり，主にヒ
素，ジブロモクロロメタン，ブロモジクロロメタンに由
来すると推定されている 38） 。ただし，生涯発がんリスク
は，当該物質によって引き起こされるがん罹患の確率を
意味するものではなく，不確実性を考慮した上でリスク
の上限値として算定されたものである。発がんリスク評
価は，がん罹患者数を推定することを目的としたもので
はなく，リスク管理するための手段だからである。また，
 とくに 食品については，必須ミネラルや食物繊維，ビタ
ミンなど，栄養の観点から評価することも重要であり（例
えば， とくに ひじきは食物繊維を豊富に含み，必須ミネ
ラルを多く含むなど，），発がんリスクの高い食品を避け
れば健康に よい とも限らない。

  ここで示した値は，公衆に対して一律として同じもの
ではなく，地域や個人によって変動することにも注目し
たい。放射性物質は地域によって被曝量が異なることが
知られており，公衆被曝の線量限度 1    mSv  ･  年  -1 は，被
曝量の違いによる年齢別の死亡率の変化と地域間での
自然放射線による被曝量（ただし，屋内におけるラドン
による被曝を除く）の変動の範囲から定められたもので
ある 19） 。すなわち，その意味で，1    mSv  ･  年  -1 程度の変
動があると考えれば，その生涯発がんリスクとして 3.85
× 10 -3 程度の変動があることになる。また，食品中の摂
取量は個人差があり，米・加工品，芋類の１日摂取量の
相対標準偏差はそれぞれ 56％，124％である（ただし，
この数字は，調査１日間での被験者の摂取量のばらつき
であり，生涯平均摂取量のばらつきとは異なる） 40） 。自
然放射線や食品中無機ヒ素やアクリルアミドの生涯発が
んリスクは，地域や個人によって 10 -3 から 10 -4 レベル程
度のばらつきがあり，人為的な化学物質の管理目標とし
ての生涯発がんリスクレベル 10 -5 よりもはるかに高い。

  むろん，リスクが大きいものほど，対策の優先順位が
高いというわけではないし，小さなリスクならば対策を
する必要がないというわけでもない。自発的なリスクと

能動的なリスクではリスク受容が大きく異なる（例え
ば，能動的リスクは受動的リスクの 1 , 000 倍許容される
といった報告 41  ） など），自然由来と人為由来の物質では
リスク受容度が異なる 42） ，といったリスク認知の違いも
あるし，リスクが大きいものほど効率的にリスク削減で
きるとは必ずしも限らないからである。そういう意味で
は，費用便益分析をもっと積極的に取り入れられる意義
がある。日本では，2007 年に交通事故の事例において
支払意志額（Willingness-To-Pay: WTP）に基づいた確
率的生命価値（Value of Statistical Life: VSL）が初めて
公的文書に提示され 43） ，行政機関の政策における規制影
響分析の義務付けが始まったばかりであり，まだ歴史が
浅い。ただし，費用便益分析によれば，環境対策には，
病気予防や医療と比べて対策費用が２桁も高いことが知
られている 44） 。環境対策は非効率的である，という意見
への反論として，①環境対策には人の命を助けるだけで
なく，生態系の保護といった目的も含む，②環境対策に
おける費用便益分析で実際に定量化されている健康影響
はごく一部である（対象とされた物質以外にも未知の物
質のリスク削減効果がある），③病気予防や医療の費用
対効果は よい 成果ばかりが学術誌に掲載される傾向にあ
る（パブリケーションバイアス）のに対し，環境分野で
は定量化できるものだけするという控えめな方法で行わ
れるために費用が高めに算出される，といったものがあ
る 45） 。いずれも，本質的には，環境分野の対策で定量化
されているリスク削減効果の便益は， すべて の便益のご
く一部を評価しているにすぎないとまとめられる。環境
中には多数かつ未知の有害物質があるし，対策によって
得られる便益もヒトの健康に関するもののみならず，生
態系や次世代のための環境の保全といった側面がある。
定量できない便益も含んだ総便益の中で定量的に評価で
きる便益がどのくらいか把握するというのは無理がある
にしても，一つの化学物質に関する一部の影響のみを評
価するのではなく，様々な化学物質やその他の因子のリ
スク削減に ともなう ヒトの健康改善，水産資源価値の向
上，生態系保全など，包括的な便益評価が望まれるとこ
ろである。また，我々は単に，リスクの小さい社会だけ
を目指しているのではない。身近な水環境や飲料水を誇
りに思うような社会で暮らしたいと考えている。1990
年代末の遺伝子組み換え作物論争に関する英国政府の報
告書には「この論争は安全性に関するものではなく，ど
のような世界に生きたいと欲するかという，はるかに大
きな問題に関するものである」とある 46） 。我々はリスク
の小さい社会と同時に，より文化的で心豊かな暮らしを
実現する社会も目指す必要がある。つきつめれば，水環
境中の微量化学物質のリスクをどのように管理するべき
か，ということは，我々がどのような水環境や飲料水を
求めているか，という価値観につながる問題なのである。
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